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今週のキーワード EU 欧 州 委 員 会 は 男 女 の 機 会 均 等 を 重 視 し 、 法 的 拘 束 力 の あ る EU 法 制 定 に よ

り 、 企 業 の幹 部 ポ ス トを 男 性 が 独 占 す る 状 況 に 風 穴 を あけ る の が 目 的 。 EU27 カ国

の 主 要 企 業 で は、 常 勤 役 員 の 91 . 1 ％ 、 非 常 勤 役 員 の 85 ％ が 男 性 。 対 象 の約 ５ 千

社 は 20 年 ま で に ４ 割 の 目 標 を 達 成 す る た め の 計 画 を 立 て 、 進 捗 状 況 を 毎 年 報 告

す る 。 政 府 系 、 地 方 自 治 体 系 企 業 の 目 標 達 成 期 限 は 18 年 。 加 盟 国 は こ の 義 務

に違 反 した企 業 に対 し制 裁 を科 す。中 小 企 業 や非 上 場 企 業 は対 象 外 。 

EU欧州委員会 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 
 

法人調査の４割は無所得申告法人 
赤字法人の約６千件が黒字に転換 
 

今年６月までの１年間（2011事務年度）におけ

る法人の黒字申告割合は25.9％と４年ぶりに増

加したが、低水準が続いており７割強の法人が赤

字だ。このような状況に便乗して実際は黒字なの

に赤字を装う企業が後を絶たない。 

2011事務年度中に法人税の実地調査をした12

万９件のうち４割強にあたる５万５千件は無所

得申告法人の調査に充てられ、うち１割強の約６

千社が実際は黒字だったことが、国税庁のまとめ

で判明した。 

調査結果によると、実地調査した５万５千件の

うち約７割にあたる３万８千件から総額6104億

円にのぼる申告漏れ所得金額を見つけ、加算税額

70億円を含む356億円の税額を追徴した。調査１

件あたりの申告漏れ所得は1103万円となる。ま

た、実施調査したうちの22.9％の１万３千件は仮

装・隠ぺいなど故意に所得をごまかしており、そ

の不正脱漏所得金額総額は1503億円にのぼった。

不正申告１件当たりの不正脱漏所得は1184万円。

2011事務年度の無所得申告法人調査は、前年度

に比べ6.0％増の実地調査を行い、申告漏れ件数

は4.0％増、不正計算のあった件数は1.1％増とな

った。この結果、黒字となった法人が約６千社あ

ったわけだが、調査で把握された１件あたりの申

告漏れ所得1103万円は、前年度から12.7％減少し

たものの、法人全体の平均914万円を大幅に上回

る。ここに、赤字の仮装などの観点から、無所得

法人に対する調査を重点的に実施する背景があ

る。 

８年後には女性管理職30％目標 
EU、OECDは日本の労働市場に不満 
 

今後深刻な人口減少が予想される中、活力ある

社会を実現するためには女性の活躍を推進する

ことと高齢者の定年延長が鍵となる。最近、EU欧

州委員会がEU加盟国の上場企業に対し、2020年ま

でに非常勤役員の４割を女性が占めるよう義務

付ける法案をまとめ提示したという。 

もう一つは経済協力開発機構（OECD）が年金に

関する報告書を公表した。各国政府は年金システ

ムを持続可能な制度にするため、平均寿命の延び

に合わせ、年金支給年齢を遅らせる必要があると

主張。このため支給開始年齢を67歳以上に引き上

げたり、計画中の国がOECD加盟国の約４割に当た

る13カ国あると分析した。 

OECDの動きには日本は負い目がある。日本の女

性管理職比率は世界的に見ても非常に低いこと

が悪評で、それが男女間の賃金水準の違いの主因

である。日本政府は2020年までに女性管理職比率

目標を30％に置き、達成されると賃金水準差は世

界平均並みとなるが、これは疑問だ。 

対策として女性の管理職登用のためには、長時

間労働の是正や新卒採用偏重主義、非正規と正規

の間の格差縮小といった日本の労働市場が抱え

る根本的な問題に取り組むことが重要であると

いうが、正論であっても実行力は無力だ。   

一方、日本は年金支給年齢を67歳以上に引き上

げる国に日本は入っていない。OECDは「子供や孫

が適切な年金制度を享受するには、大胆な行動が

求められる」と主張している。 

税務会計 マーケティング 
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